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はじめに
我が国の高齢化率は、₂₀₁₀年で₂₃．₀%、₂₀₁₅年
以降も高齢化率は上昇し、₂₀₆₀年には₆₅歳以上の
人口が₄₀%に達すると推計されており、世界で最
も高齢化率が高水準の国となっている（総務省「国
勢調査」）。
₂₀₁₃年₁₀月１日現在、日本の総人口は、約１億
₂₇₀₀万人（男約₆₂₀₀万人、女約₆₅₀₀万人）である
が、今後下降線を辿り、₂₀₄₈（平成₆₀）年には、
約₉₉₀₀万人になると推計されている（「国立社会
保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
₂₀₁₂年１月推計）。
ところで、高齢化の原因は、年少人口（０～₁₄
歳）と生産年齢人口（₁₅～₆₄歳）の減少に伴う、
老年人口（₆₅歳以上）の割合の増加であるが、主
要因は合計特殊出生率の低下にある。この高齢化
の傾向は₁₉₉₀（平成２）年以降顕著となったので
あるが、少子化対策として、国（厚生労働省）は
諸政策を講じてきたが、しかし、合計特殊出生率
の低下に歯止めはかからず、効果的成果が上がっ
ていないのが現状である。
今後、人口高齢化の進展に伴って、前期高齢者
（₆₅歳以上）或いは後期高齢者（₇₅歳以上）の増
加が見込まれているが、そこには要介護高齢者増
加という深刻な諸問題が存在している。例えば、
老々介護、高齢者虐待（施設・在宅）、男性介護者、
認知症高齢者介護、介護職員の人材不足、介護保
険制度の継続性・持続性等の問題である。
こうした諸問題を抱えて迫りくる深刻な問題
は、「₂₀₂₅年問題」である。
₂₀₁₅（平成₂₇）年に前期高齢者に到達した団塊
の世代（₁₉₄₇～₁₉₄₇年生まれ）が₁₀年後の₂₀₂₅（平
成₃₇）年には約３、₅₀₀万人になると推計されて
いることからその深刻さを窺い知ることができる
（図表－１参照）。
介護福祉士の専門職化と養成の課題
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要　旨
1987年に「社会福祉士及び介護福祉士法」が制定されて、30年近くなるが、社会的評価、経済的評価、専
門職評価は相変わらず低評価のままである。近年では介護福祉士養成施設入学者数も激減し、多くの介護福
祉士養成施設（専門学校・短大・大学等）において欠員状態を呈している。そのため、施設或いは在宅サー
ビスに従事する介護福祉士は、慢性的人手不足状態を呈している。この拙論では、各低評価の一翼を担って
いる介護福祉士の専門職としての課題―専門性・専門職性・専門職制度―を明らかにすると同時に養成の課
題を検討する。
キーワード：介護福祉士、専門性、専門職性、専門職制度、社会的評価、専門職化
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しかしながら、低賃金、社会的低評価、重労働
（３ｋ）、将来への展望の不確実性等から介護福祉
士養成施設への進学率の低迷、卒業者数の減少も
あって介護職員の人材不足の解消は前途多難であ
る。
１．社会福祉専門職確立への系譜
介護職の国家資格である介護福祉士が誕生した
のは、₁₉₈₇（昭和₆₂）年の「社会福祉士並びに介
護福祉士法」の成立によってである。この法律の
成立によって、介護職が国家資格として認定され
た。
ただ、当時の高齢化社会という状況から社会福
祉士より、介護福祉士の誕生に力点が置かれたの
は周知の通りである。
ところで、戦前の我が国の社会福祉関係の主た
る専門職の系譜を辿ると、₁₉₀₈（明治₄₁）年に内
務省の第１回感化救済事業講習会が東京市にて開
催されたのが専門職に関する社会事業教育の始ま
りである。その後₁₉₁₉（大正７）年に「感化救済
事業職員養成規定」が公布され、武蔵野学院に感
化救済事業職員養成所（後、社会事業職員養成所）
が設置された。そして、₁₉₂₅（大正₁₄）年に「地
方社会事業職員制度」が交付され都道府県に社会
事業主事₆₁人以内、社会事業主事補₂₅₃人以内の
配置が規定された。また、₁₉₃₆（昭和₁₁）年、方
面委員令公布により、都道府県に方面委員が設置
された。
戦後、最初の社会福祉専門職として登場したの
が保母（現在の保育士である）である。同資格は、
₁₉₄₈（昭和₂₃）年の児童福祉法施行令により、保
母を「児童福祉施設において児童の保育に従事す
る女子」と規定された。ただ、当時は保育に従事
する者は女子と限られていたので、現在のように
男性保育者は存在しなかった。しかし、₁₉₇₇（昭
和₅₂）年３月から男性にも門戸が開かれた。そし
て、₁₉₉₈（平成₁₀）年の児童福祉法施行令の改正
により、₁₉₉₉（平成₁₁）年より、男女共通資格と
して、保育士が誕生したのである。
資格取得者は、厚生労働大臣の指定する保育士
（出所：介護施設等の在り方委員会「今後の高齢化の進
展―₂₀₂₅年の超高齢社会像―」₂₀₀₆年９月₂₇日）
図表－１　世代別に見た高齢者人口の推移
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資料：2000 年までは総務省統計局「国勢調査」、2005 年以降は国立社会保障・
人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 14 年 1 月推計）」
実績値 推計値
そのうち、認知症高齢者数は、約₃₂₀万人にな
ると予測されている。
このような状況下で、介護を担う介護職員（介
護福祉士、初任者研修修了者等）は₂₀₂₅年で約
₂₃₇～₂₉₇万人必要とされている。
しかし、現状では介護専門職である介護福祉士
の人材不足は否めない状況となっている。介護人
材確保に関しては、₂₀₀₈年５月に介護従事者の処
遇改善（賃金・人材確保）に関する法律である「介
護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処
遇改善に関する法律」（通称、介護人材確保法）
が制定された。その概要は₂₀₀₉年４月までに介護
従事者の賃金や労働条件の改善を謳ったものであ
り、検討の結果必要と認めるときは結果に基づい
て必要な措置を取るというものであった。︵1︶
しかし、以降、介護保険制度の改正等により若
干の賃金の上昇があったが、他業種と比較すると
明らかに賃金体系に格差が見られる。その後、
₂₀₁₃年６月に社会保障審議会介護保険部会が介護
人材確保における当面の見通しとして、₂₀₁₂（平
成₂₄）年までに介護職員を₁₄₉万人増員する。そ
のために１年当たり6．8万人～7．7万人増員する計
画をたて₂₀₂₅年問題をクリアーする計画を立て
た。
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₁₈条の４）とある。ただ、同資格は任用資格であ
り、国家資格ではない。また、同資格取得におい
ては大学等で主要科目（３科目）を取得するか或
いは社会福祉主事資格認定講習を受講することに
よって、取得することができる。そのため長期間
の現場実習や社会福祉主要科目の履修が欠損して
いることから、社会専門職としての社会的評価は
未知数である。
保育士、社会福祉主事（任用資格）が戦後の社
会的要請のもとで確立したが、その後高度経済成
長期まで国の社会福祉専門職への取り組みはな
かった。しかし、経済の成長に伴って社会福祉の
専門職問題への取り組みとして₁₉₆₉（昭和₄₄）年
の中央社会福祉審議会による「社会福祉の向上の
ための綜合方策について」の諮問、₁₉₇₁（昭和
₄₆）年の中央社会福祉審議会・職員問題専門分科
会の「社会福祉法制定試案」がある。この試案の
骨子は社会福祉士を第１種と第２種に分類した。
すなわち、第１種は社会福祉系の大学院または大
学で社会福祉を専攻した者。第２種は社会福祉系
の短大或いは養成学校を卒業した者としたが社会
福祉系の諸団体、地方の福祉行政或いは福祉労働
界等から時期尚早論、労働条件改善論優先等反対
があり、結果的に白紙撤回となった。
その後、₁₉₈₆（昭和₆₁）年月東京で開催された
「国際社会福祉学会」、同年大阪で開催された「国
際社会福祉セミナー」の影響もあって、₁₉₈₇（昭
和₆₂）年に「社会福祉士及び介護福祉士法」が成
立し、わが国、最初の国家資格として社会福祉士
並びに介護福祉士（共に名称独占）の両資格が誕
生した。そして、₁₀年後の₁₉₉₇（平成７）年に「精
神保健福祉法」成立に伴って、精神保健福祉士（名
称独占）が誕生した。
ただ、社会福祉資格問題で忘却してはならない
のは、医療従事者の資格問題である。資格問題を
運動として取り組んだのは日本医療社会事業協会
（₁₉₅₃年設立）の第４回通常総会（₁₉₅₇）年以降
である。その後、資格問題は紆余曲折しながら
₁₉₆₇年には日本医療社会事業協会、日本精神医学
ソーシャルワーカー協会、日本ソーシャルワー
養成学校を卒業した者、または、都道府県知事が
行う保育士試験に合格した者である。その後、保
育士は「幼保連携型認定こども園」の登場によっ
て、同園に勤務する職員は、保育教諭（幼稚園教
諭普通免許状＋保育士資格）を有することが条件
となった。
このように社会福祉の専門職である保育士は児
童を取り囲む社会的条件の変化（就労する女性の
増加、核家族による家族形態の変化、家庭内保育
力の低下、社会環境の変化等）により他職種のと
のコラボレーション（連携・協働）の要として今
後益々重要な職種となっている。また、₂₀₁₅年４
月厚生労働省は、少子高齢化と人口減による介
護・保育従事者の人材不足に対応する為、フィン
ランドのラヒホイタイヤ（lähihoitaja：社会・保
健医療共通資格）を参考に介護福祉士と保育士の
資格を統合した新たな資格を計画している。この
資格創設の目的は子育てから介護まで幅広い分野
で従事できる職員を養成することにある。しかし
ながらこの資格創設は、単に保育や介護分野での
職員の人材不足を補うための、付け焼刃の観を免
れないのである。両資格者の人材不足の主原因
は、両資格者に対する処遇問題の存在である。
次に保育士につづいて登場したのが、３科目主
事として揶揄されてきた社会福祉主事であった。
同資格は、戦後の₁₉₅₀（昭和₂₅）年に生活保護法、
児童福祉法、身体障害者福祉法の実施を担う専門
職員として設置された。その後、社会福祉事業法
（₁₉₅₁）の制定に伴い同法の第₁₇条に規定された。
現在は、社会福祉法（₂₀₀₀）第₁₈条に規定され「都
道府県、市及び福祉に関する事務所を設置する市
町村に、社会福祉主事を置く」となっている。
その業務は都道府県においては、「生活保護法、
児童福祉法及び母子及び父子並びに寡婦福祉法に
定める援護又は育成の措置に関する事務を行う」
（第₁₈条の３）となっている。また、市及び福祉
に関する事務所を設置する市町村は「生活保護
法、児童福祉法、母子及び父子並びに寡婦福祉法、
老人福祉法、身体障害者福祉法に定める援護、育
成又は更生の措置に関する事務を行うこと」（第
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の条件となるのである。
専門職（specialist）の基本的職能について羽
田新は「専門職の基本的職能は管理者によって専
門職化された仕事そのもの（いわゆる特命業務）
を自らの能力に基づいて処理することにある。」
と定義している。︵2︶
すなわち、「専門職とは医師・弁護士・公認会
計士等のように特殊な技能と知識を有し、社会的
評価・承認を受け、倫理綱領に基づいて業務を遂
行する専門的権威を有する者」と定義することが
できる。
専門職の条件として、ハーリーズ・ジェンキン
ス（Harris︲Jenkins.G）、フレックスナー（Flexner.
A）、グリーンウッド（.Greenwood.E）、ミラーソ
ン（Millerson.G）らは、図表－２のように専門職
の条件をあげている。
図表－２　専門職の条件
G.Harris-Jenkins
（1970）
A.Flexner
（1915）
E.Greenwood
（1957）
G.Millerson
（1964）
構造的要因
高度の個人的責任を
伴う知的操作
専門職的権威
社会（構成）的要因 団結化 （組織化） 組織化
活動（目的）的要因
実際的公共的関心と
福祉
公衆の福祉
教育的要因
伝達さん得る技術学
習可能
体系的理論 理論と技術教育訓練
社会的承認
テストによる能力証
明
理念的要因 専門職的副次文化
行動（基準）的要因 倫理綱領 倫理綱領
（出所：秋山智久『社会福祉実践論』ミネルヴァ書房2005 p234）
この図表からハリーズ・ジェンキスンは専門職
の条件として構造的要因、社会的（構成）的要因、
活動（目的）要因、教育的要因、理念的要因、行
動（基準的）要因をあげている。また、フレック
スナーは高度の個人的責任を伴う知的操作、団結
化、実際的・公共の関心と福祉、伝達され得る技
術・学習可能をあげ、グリーンウッドは専門職的
権威、（組織化）、体系的理論、社会的承認、専門
的副次文化、倫理綱領を、そして、ミラーソンは
組織化、公衆の福祉、理論と技術・教育訓練、テ
キストによる能力証明、倫理綱領等をあげてい
る。これらから専門職の条件を要約すると社会の
組織化、理論学習、倫理綱領、社会的要因等とな
る。
カー協会の身分調査合同委員会が「医療社会福祉
士法案」を作成し、翌年、医療社会事業定期総会
（大宮）で承認されたが、法律として制定される
には至らなかった。また、「医療福祉士法」試案
が₁₉₈₂年に作成されたが、医療ソーシャルワー
カーの資格制度の確立には至らなかった。₁₉₈₉年
には「医療ソーシャルワーカー業務指針」（₂₀₀₂
年に改定）が出され医療ソーシャルワーカーの業
務が提示された。
現在、医療ソーシャルワーカーの国家資格は存
在しないが、社会福祉士の資格を取得することが
病院等における医療ソーシャルワーカーの採用条
件となっている。
２．専門職と専門職化（専門的職業化）
「社会福祉士及び介護福祉士法」第２条第２項
に「「介護福祉士」とは、専門的知識及び技術を
もつて、身体上又は精神上の障害があることによ
り日常生活を営むのに支障がある者につき心身の
状況に応じた介護（喀痰吸引その他のその者が日
常生活を営むのに必要な行為であって、医師の指
示の下に行われるもの（厚生労働省令で定めるも
のに限る。以下「喀痰吸引等という。）を含む。）
を行い、並びにその者及びその介護者に対して介
護に関する指導を行うこと（以下「介護等」とい
う。）を業とする者をいう。」と定義している。こ
の定義から介護福祉士を「専門的知識」と「専門
的技術」を用いて、介護並びに介護に関する指導
を行う者とする。しかしながら、専門的知識・技
術の脆弱性から社会的評価は低いものとなり、介
護福祉士が専門職か否かが問われているのであ
る。
そこで、介護福祉士が専門職であるためには専
門職化（専門職業化）が必要である。介護福祉祉
実践の本質的要素は、知識・技術・価値を援助過
程において検証し、最終目標である利用者の自立
（＝自己決定）を促すことである。そこに専門職
としての存立意義がある。すなわち、知識、技術、
価値は介護福祉援助活動における共通基盤である
と同時にこれらの３要素を具備することが専門職
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ベルとなり、３者は三位一体の関係にあり、専門
職を構成しているのである。
専門職としての介護福祉士には、専門性、専門
職性、専門職制度の３つの概念によって構成され
ていると考える。そこで、この節では、まず、秋
山の提唱する３つの概念を明らかにすることに
よって、専門職の本質を明らかにする。
すなわち、専門性＝学問レベル、専門職性＝職
業レベル、専門職制度＝制度レベルとなり、３者
は専門職を構成している３つの概念である。
図表－３　専門職の３つの概念
専門性（学問・研究レベル）
専門職性（職業レベル）
専門職制度（制度・システムレベル）
（１）専門性
専門性の諸説（属性）について諸説を紹介する
と次のようになる。京極高宣は専門性として①基
礎知識（関連知識・一般教養）②専門知識及び技
術（各種社会福祉制度・関連分野に関する知識並
びに社会福祉援助技術）③倫理（人権の擁護・自
立援助・守秘義務等）等をあげている。︵7︶
また、奥田いさよは、専門性を①外なる専門性：
ソーシャルワークが対人援助職と明確に区別でき
るかどうかにかかわる専門性と②内なる専門性：
ソーシャルワークにおける専門分野にかかわる専
門性として分類している。︵8︶
そして、佐藤豊道は①創造性をともなう知的な
過程②体系的理論③倫理基準④専門職的権威⑤専
門職的下位文化⑥専門教育の組織化⑦専門職団体
の組織化⑧教育的背景や専門職試験などによる社
会的承認⑨公益性の志向⑩科学的、批判的、合理
的視座⑩高い報酬と社会的評価⑫専門職者として
の個人的責任等をあげている。︵9︶
介護福祉士の専門性に関して、著名な報告書
次に介護福祉士を専門職として確立するために
専門職化を推進する必要がある。そのためにまず
専門職化とは何かを理解することが重要である。
専門職化（＝専門的職業化：professional occu-
pation）について、加藤譲治は「技術進歩、産業
活動の世界化、高度化が顕著な今日では職業の専
門化は一層進む。従来からの医師、法曹家の専門
的職業に加えて、航空管制官、情報関連技術者な
ど、新しい専門的・技術的職業就業者が量的にも
順次増大し、かつそうした職業の社会的意義が高
まっていることが指摘できる。こうした職業への
需要増大に対応して労働力の高学歴化もいちだん
と進み、また企業活動それ自体の高度化、複雑化
とあいまって幹部職よりも専門職の養成が重視さ
れるなど専門職化（専門的職業化）の導入・活用
が図られるようになった。」としている。︵3︶
すなわち、経済のグローバル化、高度情報化社
会において、高度化・重層化・複雑化した顧客の
ニーズに対処するため各領域・分野に適した専門
職が必要となる。高齢社会ける地域包括ケアシス
テムの遂行において介護福祉士の果たす役割が重
要となり、益々専門職化が求められている。
３．専門性、専門職性、専門職制度の概念
秋山智久は専門性と専門職並びに専門職制度の
３者の概念について次のように定義している。
「「専門性」とは「学門・研究レベルでの専門性い
う概念と位置付ける。この専門性は職業レベルの
専門職性の基礎となる。」︵4︶と定義している。ま
た、「専門職性」とは職業レベルの課題をもち、
社会における職業としての社会福祉の要点とな
る。社会福祉が社会において職業として成立して
いくための、理論の実用性や有用性を探索してい
くレベルである。」と定義している。︵5︶そして、専
門職制度については「専門職がさらに社会で機能
するために必要な制度・システムのレベルの課題
をもつ資格制度もしくは専門資格は専門職制度の
中核になる」と定義している。︵6︶
すなわち、専門性＝学問・研究レベル、専門職
性＝職業レベル、専門職制度＝制度・システムレ
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（２）専門職性
この用語は秋山が指摘しているように専門性が
「学問的・研究レベル」に関する課題を有してい
るのに対して、専門職性は「職業的」レベルに関
する課題を有するのである。
ソーシャルワークの専門職業観に対して、一石
を投じたのが「フレックスナ―報告」である。そ
れは₁₉₁₅年に開催された全米慈善・矯正会議の講
演にて「ソーシャルワーカーは専門職業か」であ
る。その理由について、彼は「ソーシャルワーク
が、独自の技術、専門教育のためのプログラム、
専門職業に関する文献、そして、実践技能を有し
ていない」と指摘した。︵₁₁︶
また、この報告において、彼は以下の６項目を
クリアーすることが専門職であるかどうかの評価
基準とした。
①　広範な個人的責任性をともなった、優れて知
的な活動に関与するものであること。
②　それらは事実に学ぶものであり、その構成員
は生の事実から得た経験を実験や演習をとおし
てたえず再検討すること。
③　学問や知識だけにとどまらず、実践の応用を
志向する者であること。
④　伝授可能なものであり、高度に専門化された
教育訓練を通して駆使展開できるものであるこ
と。
⑤　それらは仲間集団を結成し、そして集団意識
をもつようなって、活動や義務そして責任を保
持しつつ、専門化組織を構成すること。
⑥　諸個人を組織から排除または隔離することな
く公益に寄与すること。そして、社会的目的達
成のために尽力すること、︵₁₂︶等をあげている。
同報告書は₁₉₁₅年以降のソーシャルワークの技
術尊重重視に影響を与えると同時にソーシャル
ワークの専門職化の途への学問研究の発端となっ
たのである。
は、₁₉₈₇（昭和₆₂）年の日本学術会議社会福祉・
社会保障研究連絡委員会に報告された「社会福祉
におけるケアワーカー（介護職員）の専門性と資
格制度について（意見）」である。このなかで、
ケアワーカーの専門性について「ケアワーカーの
専門性はまず、社会福祉に働く者としての倫理性
やみずからの役割認識、さらに社会福祉制度への
理解を前提として、現在の家政学などの成果を十
分組み入れた家事援助、個々の高齢者の自立度や
病状などの個別の事態に対応できるような介護、
さらに医療関係者とのチームワークを組めるだけ
の教養を必要とするものである。しかも、それら
が一人ひとりの個別性に応じて統合化され、総合
的に活用されるという点がもっとも問われる力量
であり、その意味においてそれはいわば専門分化
した専門性ではなく、諸科学を応用、総合するな
かで、直接、生命と生活にかかわる専門性として、
位置づけられなければならない性格のものであ
る。」と規定している。
さて、専門性の開発に関してハリー・スペクト
（Harry Specht）は３つの目的をあげている。そ
れは「①知識開発②知識統合③知識適用である。
これら３つが専門性開発の主要な目的であり、一
つの連続体をなしている」と指摘し、「３つの目
的すべてが専門性開発に欠かせないものである。
学問的な修練からは、知識の適用は第二義的なこ
ととみられるかもしれないが、専門性の開発に
とって知識の適用が最も大切なことである。知識
形成の目的が専門職教育や実践の中での適用の課
題に密接に結びつけられている。なぜかというと
応用的な、基本的な調査研究の実践的な適用につ
いて、はっきり説明されなければならないからで
ある。この過程で、統合が理論と実践の間を結び
つけつつ、重要な働きを果たす。」と指摘してい
る。︵₁₀︶
つまり、専門性とは、独自の視点をもち、新た
な価値体系をもった理論を構築することである。
その手段として文献研究或いは調査研究（質的・
量的）を用いるのである。
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図表－４　専門性開発の目的・組織的援助・教育方法
専門性開発の目的
組織的援助 知識開発 知識統合 知識適用
単科大学・総合大学 個人指導 講義 １．演習
基礎研究 ２．演習科目
３．現場実習
４．卒後研修
継続教育 研究セミナー 実習セミナー
福祉施設・機関 シンポジュウム ワークショップ
専門職カンファレンス
スーパービジョン
シンポジュウム 専門職カンファレンス
応用研究（プログラ
ム評価）
コンサルテーション
（出所：ハリースペクト著京極高宣／高木邦明監訳『福祉実践の新方向』中央法規出版
1991 p322）
すなわち、社会福祉の専門職性の目的は、利用
者の基本的人権と生活擁護を尊重し、自立・自己
決定を促す知識・技術・価値を共通基盤とする援
助技術を用いて、多職種との連携・協働を推進す
ることである。
（３）専門職制度
専門職制度は、「専門職が社会で機能するため
に必要な制度・システムに対する具体的な課題を
いう。専門職制度について羽田新は「部長―課長
―係長というライン職位（管理職制度）とは別に
専門職のための職位（例えば専門部長―専門課長
―専門係長とか、主幹―主査―主任など）を作り、
専門スタッフをそれぞれ当てはめていくシステム
をいう。」と定義している。︵₁₃︶具体的には、社会
福祉の専門職制度とは、サービス利用者のための
制度・システムである。その目的はサービス利用
者のための、介護サービスを規定する介護保険制
度や地域住民に対して、医療、介護、予防、住ま
い、生活支援サービスを切れ目なくサービスを提
供する地域包括ケアシステムや介護職員の労働条
件（労働時間・賃金体系等）、倫理綱領、業務指針、
人材確保のための財源確保等について専門職が社
会的機能・役割を果たすための制度やシステムに
対する具体的課題である。
４．介護福祉の専門性
（１）介護福祉実践の原理
本来、原理（principl）とは、哲学や教学を論
ずる場合の法則・原則である。
介護福祉実践の原理として、１）人権尊重の原
理２）公的責任の原理３）自立・自己決定の原理
４）全体性の原理５）ノーマライゼーションの５
つをあげることができる。介護の対象である高齢
者・障害児（者）は、身体的、精神的にも疲弊し
た弱者である。しかし、施設介護の現場において、
頻度は少ないが介護職員による身体的虐待、精神
的虐待等が散見される。また、在宅介護での家族
介護者、とくに男性介護者による要介護者（老親）
への虐待が新聞の社会面を賑やかしている。要介
護者に対する虐待は、介護者の人権意識の欠如に
ある。そこで、５つの介護福祉における原理を解
説する。
１）人権尊重の原理
人権擁護思想は「世界人権宣言」（₁₉₄₈）の成
立以降、世界的潮流であり、日本国憲法第₁₁条「国
民は、全ての基本的人権の享有を妨げられない。
この憲法が国民に保障する基本的人権は侵すこと
のできない永久の権利として、現在及び将来の国
民に与えられる。」とあり、［国民の基本的人権の
永久不可侵性］が定められている。また、第₉₇条
「この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、
人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であっ
て、これらの権利は過去幾多の試練に堪へ、現在
及び将来の国民に対し、侵すことのできない永久
の権利として信託されてものである。」とし、［基
本的人権の本質］を掲げている。そして、厚生労
働省老健局長私的研究会である高齢者介護研究会
は「₂₀₁₅年の高齢者介護～高齢者の尊厳を支える
ケアの確立について～」（₂₀₀₃）の報告書を提出
した。その中で、尊厳を支えるケアの確立の方策
として、①介護予防・リハビリテーションの充実
②生活の継続性を維持するための、新しい介護
サービス体系（ア、在宅で₃₆₅日・₂₄時間の安心
を提供するイ、「新しい住まい」ウ、高齢者の在
宅生活を支える施設の新たな役割エ、地域包括ケ
アシステムの確立）③新しいケアモデルの確立：
認知症高齢者ケア④サービスの質の確保と向上等
を提起している。この人権擁護の原理は、介護福
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祉の原理の中でも最も重要な原理である。
２）公的責任の原理
介護福祉実践における公的責任の法的根拠は憲
法第₂₅条第１項「すべて国民は、健康で文化的な
最低限度の生活を営む権利を有する」及び第２項
「国は全ての生活部面について、社会福祉、社会
保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければ
ならない」にある。現在、同法の解釈は国民の法
的権利説から国の努力目標であるプログラム説が
有力になっている。₁₉₉₀年代の社会福祉基礎構造
改革により、社会福祉サービスが基本的に「措置
制度」から「利用者制度（契約制度）」に変化す
ることによって、「やむを得ない事由」による措
置以外公的責任の所在が軽視化された。また、介
護サービス市場において民間事業者の参入も認め
られたことが公的責任希薄化に一層拍車をかける
ことになった。一方で、今日の経済のグローバル
化のもとで、非正規雇用者の増大により、国民間
の所得格差が顕著となり、「格差社会」が出現し
ている。しかし、憲法₂₅条が国民の生存権、最低
生活の保障を掲げている以上、その福祉サービス
の供給は、時の政治的社会的状況に左右されるこ
となく、国家は、国民各層に対して、普遍的であ
らねばならないのである。ここに、公的責任原理
の本質がある。
３）自立・自己決定（主体性）の原理
近年、日本の社会福祉・社会保障制度に関する
基本的方針は時代の推移とともに変化してきた。
戦後、一貫して、社会福祉の目的は、憲法₂₅条に
基づく、「国民の最低限度の生活保障」であった。
その後、高度経済成長期による国民生活の向上と
ともに国民皆保険・皆年金制度の体制の確立
（₁₉₆₁）が達成された。そして、₁₉₇₃年の社会保
障制度審議会の勧告により「福祉国家」宣言がな
された。しかし、その後、２度の石油ショックに
よる経済状況の悪化と少子・高齢化という人口構
造の変化により、日本の社会保障・社会福祉の路
線は、経済的逼迫の下、路線変更をせざるを得な
くなった。こうしたなかで、今日では、社会保障
費の抑制と国民の費用負担増（社会保険料率の負
担増）という「全世代対応負担型」の社会福祉・
社会保障政策が論じられるようになった。
自立・自己決定が基本理念として提示されてい
るものにデンマークの高齢者福祉３原則がある。
このなかで、「自己決定の原則」が導入されてい
る。その根拠として同国が伝統的に自由・平等・
博愛（連帯）を国是とする民主主義国家であるこ
とに依拠する。同国において自由と自己責任は表
裏一体の関係にある。幼児期から保育園・幼稚園
等で自由を尊ぶ教育を受け、育った国民は自立・
自己決定は社会生活において、きわめて自然的な
ものとして享受し、日常的慣習となっている。
ところで、「自立」とは、他者の援助や支配を
受けることなく、物事の判断を決定する自己決定
権或いは自己管理能力をいうが、利用者は自立・
自己決定を享受することが困難な状況にある。社
会福祉の目的は利用者の自立・自己決定を実現す
るための援助である。︵₁₄︶すなわち、利用者の自
立・自己決定を尊重することは、利用者の尊厳を
支える介護にも通ずるのである。
４）全体性の原理
全体性の原理は、介護サービスの利用者と家
族・社会（制度）との間に介在する困難・障害を
発見、除去することが目的である。その為に介護
者はサービス利用者の「生活を全体として理解す
る」ことが必要である。︵₁₅︶すなわち、利用者の生
活上の困難を発見・除去するため個人・家族と社
会との関係を調和・調整することである。そのた
めには、インフォーマルな支援として、家族・近
隣住民による自立支援や地域社会の町内会・自治
会の援助或いはボランティア等による支援、
フォーマルな援助として、公私による各種の社会
福祉サービス或いは社会福祉制度・政策の活用、
社会保障制度関連施策の適用が必要となる。
５）ノーマライゼーションの原理
ノーマライゼーションの理念はデンマークのバ
ンク=ミケルセン（Bank︲mikkelsen, Nelils Erik）
が提唱した理念である。もともと同思想は知的障
害者の全人的回復を目的としたものであるが、今
日では全ての人々が共に生きる共生社会の実現に
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向けての思想となっている。
このことは障害者のみならず、高齢者やその他
のハンディを負った人々が地域社会で自立した生
活を営むことができることを目的とするものであ
る。我々は生活の基盤を従来から慣れ親しんだ地
域社会で継続して営むことが理想である。そこに
は友人、知人等近隣社会での交友・友情関係が存
在しており、心の「安堵」と生活の「安心」が確
保されている。︵₁₆︶
このことからノーマライゼーションの思想は障
害児（者）或いは、高齢者が人間として生活を営
むうえにおいて必要不可欠な条件が欠損した場合
に発生するニーズを適切に把握するうえにおい
て、介護福祉士にとって、欠くことができない思
想であり、原理である。
人権尊重の
気原理
自立・
自己決定の
気原理
ノーマライ
ゼーションの
原理
全体性の
原理
公的責任の
原理
図表－５　介護福祉実践の原理
（出所：筆者作成）
（２）介護福祉士の共通基盤
１）専門的知識
介護福祉士にとって、必要な専門的知識は、①
社会事象としての社会福祉問題に関する知識②人
間に関する知識（医学・保健・リハビリテーショ
ン・心理学・精神分析学）③人文科学（哲学・文
学・言語学等）、社会科学（政治・経済・社会・
歴史学等）、自然科学（物理・生物・地学等）の
基礎知識、等である。これらの知識は養成課程に
おいて取得すべきものであるが、現任訓練として
再教育の場においても取得すべき事柄である。
２）専門的技術
介護福祉士が取得すべき専門的技術は、
①身体介護・生活援助に関する技能
身体介護に関する技能とは、入浴、食事、排せ
つ・排尿等に関する介助・介護技能である。ま
た、生活援助技能とは、食事援助の他、洗濯、炊
事、掃除、金銭管理、移動、買い物等である。
②コミュニケーション技能
コミュニケーション技能とはソーシャルワー
ク、カウンセリング等の技術をいう。
③多職種との関係
ケアワークにおいて、医師、看護師、OT・
PT、社会福祉士、栄養士等との連携・協働が必
要である。以上が介護福祉士の取得すべき専門的
知識であるが、特に医療・看護に関する知識が今
後、多様化・多層化した介護ニーズに対処するた
めには必要となる。
３）価値／倫理
一般的に価値とは「人間性」であると理解され
ている。価値はサービス提供者が「善」を感得し、
承認することによって成立する。すなわち、要介
護者のニーズを充足する介護福祉士の人間性（態
度・能力）によって、自立援助の程度が決定され
るのである。尚、価値へのアプローチとして、①
自立・自己決定のための支援（要介護者のニーズ
を明確にする）②人権の尊重（ケアワーカーの人
間性に影響を受ける）③ノーマライゼーション、
QOLの理念の遂行等がある。︵₁₇︶
また、倫理とはサービス提供者の行動規範であ
り、道徳と同意語である。この倫理は行為の規範
となる善をもとにふたつの立場に区分することが
できる。ひとつは善を行為の到達点である結果に
求める倫理（結果主義）ともうひとつは善を行為
の出発点である動機に求める倫理（動機主義）で
ある。前者は倫理の究極の目標が行為の結果とし
て生じる幸福であるとし、幸福と善とは同一視す
るものであり、幸福主義と呼ばれている。これに
対して、後者は幸福を念頭に置くことなく、純粋
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に義務にしたがって行為することが善であるとす
る。すなわち、善と幸福は切り離されるのであり、
幸福を断念し、禁欲的に義務を実行するので禁欲
主義と呼ばれている。︵₁₈︶このように倫理を２種類
に区別すことができるが、倫理は人間が社会生活
を送る上において遵守すべきものであり、社会福
祉の専門職は利用者の基本的人権を遵守したサー
ビス提供者でなければならない。価値／倫理は利
用者の人権の尊厳と自立・自己決定並びにノーマ
ライゼーションを前提としたサービスを実施する
上において、専門職にとって欠くことのできない
職業倫理観であり、専門的技術、専門的知識の在
り方を左右し、サービス全体の評価を決定するも
のである。
（３）ソーシャルワークの必要性
介護福祉士の専門性として、ソーシャルワーを
あげることができる。介護福祉の「福祉」の領域
に該当するのがソーシャルワークである。この用
語の意味は社会福祉の実践活動のことであり、イ
ギリスにその萌芽を見ることができるが、その
後、アメリカで理論化され、近代科学を導入して
発展したのである。その構造は、①直接的援助技
術として、介護福祉実践、ケースワーク、グルー
プワーク②間接的援助技術として、コミュニティ
ワーク、アドミニストレーション、リサーチ、ソー
シャルアクション、コミュニティワーク等があ
る。介護福祉実践におけるソーシャルワークは、
ソーシャルワークにおける意義・役割と異なる。
前者の業務では身体的援助と生活援助が主でソー
シャルワークが従であるが、後者では、ソーシャ
ルワークの業務の全ての領域を占める。
ソーシャルワークのバイブル的存在である「バ
イスティックの７原則」がある。この原則は①個
別化②意図的な感情の表出③統制された情緒的関
与④受容⑤非審判的態度⑥クライエントの自己決
定⑦秘密保持等として、ワーカーの取るべき態度
を示唆していている。このソーシャルワークの中
で、注視すべきことは、介護サービスを利用する
のは要介護者である。一般的に介護保険制度にお
いては、要介護者は高齢者で特定疾患者である。
所謂、日常生活が困難な社会的弱者である。その
ため身体的、精神的・心理的に弱体或いは衰弱状
態に有ると考えるのが普通である。
そこで重要となるのが、要介護者のワーカービ
リティ（利用者の問題解決能力）を如何に引き出
せるかである。つまり、要介護者は、自分に直面
する問題に対して、自ら適切なる機会を見つけ、
適切な動機づけを行い、適切な能力を発揮するこ
とによって問題を解決していくのである。
結果として、本人の自立・自己決定に向けての
援助となる。
このワーカービリティを介護福祉で介護者が要
介護者から引き出すことが重要となる。ただし、
ソーシャルワークの弱点は
可視化できないことである。今後、第３者にど
う理解してもらうかがソーシャルワークの課題で
ある 
５．介護福祉士の専門職性
（１）介護福祉士の専門職性
１）介護福祉の援助の展開
介護福祉の援助は①直接的・具体的サービス
（ア、身体的援助=介護技術イ、生活援助=家事援
助）と②ソーシャルワーク（ア、精神・心理的援
助イ、地域・社会的援助）に体系化することがで
きる。介護福祉の援助展開は圧倒的に①の業務が
大半を占めている。そして、要介護者が重度化す
るにしたがって、介護福祉実践は、身体的介護に
傾斜するため、一方の業務の柱であるソーシャル
ワークが自ずと業務量として少ないものとなって
いる（図表－７参照）。介護福祉業務は、状況によっ
ては身体的介護より、精神的・心理的介護に焦点
を合わせた援助が必要なケースがある。それは、
認知症に対する介護である。
認知症高齢者の症状は、①中核障害としての記
憶障害、実行機能障害、失認、失語、失行（衣服
等の着脱衣が分からない）、そして②周辺症状と
しての俳諧、暴言・暴力・攻撃性、介護抵抗、不
安・焦り、幻覚、妄想、抑うつ、睡眠・覚睡障害
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等であるが、状況によって異なるが対人援助技術
であるソーシャルワークや心理療法が効果的結果
を促す方法として用いられている。
その代表的な方法が①ヴァリデーション・セラ
ピー②パーソン・センタード・ケア③回想法等で
ある。
図表－７　介護福祉実践の傾斜化
（出所：成清美治「ケアワーク」糸川嘉則総編集、交野
好子・成清美治・西尾祐吾編集『看護・介護・福祉の
百科事典』朝倉書店₂₀₀₈ ｐ₃₅₉）
軽度化
相談援助業務＋介護業務
介護業務＋相談援助業務
重度化
尚、ソーシャル―クにおいて重要なのは援助過
程におけるエンパワーメントの視点の導入であ
る。このエンパワーメントの導入に伴いパワーが
脆弱化した高齢者・障害者の人権・搾取・権利・
差別を除去することによって、利用者の自立・自
己決定を促すことに繋がるのである。
２）介護福祉士の職能団体
介護福祉士の職能団体として、₁₉₉₄（平成６）
年２月₁₂に設立された公益社団法人日本介護福祉
士会がある。同団体の目的は「介護福祉士の職業
倫理の向上、介護に関する専門的教育及び研究を
通して、その専門性を高め、介護福祉士の資質向
上と介護に関する知識、技術の普及を図り、国民
の福祉の増進に寄与する。」とある。
事業内容は①制度・政策委員会②研修委員会③
全国研究大会（年１回）④ブロック研修会⑤セミ
ナー及びリーダー研修⑥国家試験対策及び介護支
援専門員実務研修受講試験対策⑦広報・事業委員
会⑧日本介護福祉士会ニュースの発行（隔月）⑨
全国一斉介護相談（９月第２週）⑩専門誌「介護
福祉士」の発行⑪調査・研究委員会⑫介護福祉士
の就労実態と専門性の意識に関する調査⑬組織強
化委員会⑭各支部の会員拡大と組織の育成、強化
の推進⑮その他の各種委員会等となっている。ま
た、組織として日本介護福祉士会のもとに都道府
県介護福祉士会（６ブロック：北海道・東北ブ
ロック、関東・甲信越ブロック、東海・北陸ブロッ
ク、近畿ブロック、中国・四国ブロック、九州ブ
ロック）がある。尚、介護福祉士資格登録者数は
1，₃₉₅，₄₃₂人（平成₂₇年６月末日現在、公益財団
法人社会福祉振興・試験センター調べ）で、その
うち介護福祉士会への登録者数は、₄₀，₃₃₃人（平
成₁₉年₁₂月末現在、社会福祉士会・介護福祉士会　
会員数都道府県別一覧）となっている。調査年度
は異なるが、資格登録者数に対して、日本介護福
祉会への登録者数が圧倒的に少ない。この要因と
して、資格は取得したが介護関係職種に就労して
いない者或いは資格は取得したが何らかの理由で
他の職種に就労している者、介護関係職種には就
労はしているが会員登録をしていない者、また、
資格は取得し登録をしたが、何らかの理由で介護
関係職種に就労していない者、等を考えることが
できる。今後、有資格者が介護関係職種に就労す
ることが、介護人材不足問題解消への手がかりと
なるが、その前提条件として他職種に比較して給
与水準の低さ、非正規雇用者（正規雇用者の６割
程度の賃金）の不安定化、採用後の昇給率の低さ、
重労働（３Ｋ）、社会的低評価等の問題改善が先
決である。こうした深刻な問題解決に対して、国
（厚生労働省、財務省、自治省）を挙げて対策を
講ずる必要がある。
３）介護福祉士の倫理綱領
ソーシャルワーカーの倫理に関する声明として
著名なのは国際ソーシャルワーカー連盟（IFSW）
の声明「ソーシャルワークにおける倫理―原理に
関する声明（Ethics in Social Work－Statement 
of Principles）」（₂₀₀₀）である。
序文には、「倫理に関する認識は、全てのソー
シャルワーカーの専門的実践に不可欠な要素であ
る。」と規定している。
また、定義として「ソーシャルワーク専門職は、
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人間の福祉の増進を目指して、社会の変革を進
め、人間関係における問題解決を図り、人びとの
エンパワーメントと解放を促していく。ソーシャ
ルワークは人間の行動と社会システムに関する原
理を利用して、人々がその環境と相互に影響し合
う接点に介入する。人権と社会正義の原理はソー
シャルワークの拠り所とする基盤である。」（序
文・定義ともに、訳：岩崎浩三・星野晴彦）とし、
序文で「倫理」を、定義で「人権と社会正義」を
謳っている。
介護福祉士会は倫理基準（行動規範）を次のよ
うに定めている。
①　利用者本位、自立支援
②　専門的サービスの提供
③　プライバシーの保護
④　総合的サービスの提供と積極的な提携、協力
⑤　利用者ニーズの代弁
⑥　地域福祉の推進
⑦　後継者の育成
この倫理綱領を要約すると、「個々人の意志を
尊重し、高齢者・障害児（者）の自立を目的とし
た援助をすること。そして、介護福祉士は、専門
的知識・技術・価値を具備した専門職で、職務上
得た個人の情報を守り、業務において多職種との
連携・協働を意図すること。また、利用者の暮ら
し支える視点からニーズを受け止め、地域包括ケ
アを推進する立場から介護の専門職として積極的
に地域住民との関わることを意図すると同時に後
進の育成に努めなければならない。」となる。
倫理綱領は、介護福祉士の行動規範を定めたも
のであり、倫理規定を遵守することによって、介
護サービス展開の中で、弱者である要介護者の尊
厳を支える介護に繋がると同時に介護福祉士の
サービスの質的向上にも繋がる。
４）資格制度
₁₉₈₇（昭和₆₂）年、福祉関係三審議会合同企画
分科会より「福祉関係者の資格制度について」（意
見具申）が報告された。
同報告書のなかで、介護福祉士の資格取得の条
件として①高校卒業以上の者で、厚生労働大臣の
指定する養成施設（２年）等を卒業した者
②３年以上業務に従事した者等で、厚生労働大
臣の指定する者の行う試験に合格した者という条
件が整備された。その後、同年「社会福祉士及び
介護福祉士法」が制定され介護福祉士が正式に国
家資格となる。
現在、資格を得るための手段として、資格審査
（国家試験）が存在する。介護福祉士の国家資格
を取得するのには①実務経験養ルート②福祉系高
校ルート③養成施設ルートがある。それぞれの試
験について述べると下記のようになる。
①　実務経験ルート：原則、筆記試験と実技試
験があるが、実務者研修（経過措置）を受けた者
は実技試験免除となっている。
②　福祉系高校ルート：原則、筆記試験と実技
試験がある。ただし、平成₂₁年度以降に入学した
者は新カリキュラムが適用されるため実技試験は
免除となっている。
③　養成施設ルート：原則、筆記試験と実技試
験は免除となっている。このルートは高等学校卒
業後、介護福祉士養成施設に２年以上在籍し、養
成課程を修了した者となっている。その他、福祉
系大学等卒、社会福祉士養成施設等卒の者が介護
福祉士養成施設で１年以上の課程を修了した者、
保育士養成施設卒の者が介護福祉士養成施設で１
年以上の課程を修了した者は筆記試験或いは実技
試験は免除となっている。
このように介護福祉士国家資格取得のルートは
３種類ある。
ケア専門職として、わが国の介護福祉士と比較
して、より専門性の高いと評価されているデン
マークの①SSH（社会保健ヘルパー）②SSA（社
会保健アシスタント）は、社会・健康スクール
（SOSU）にて所定の課程を修了すれば有資格者
となる。すなわち、同国では、国家試験ではなく、
あくまでも理論と実践に秀でた保健・介護分野の
専門職を養成することを目的とし、国家試験は課
さず各自治体が運営するSOSU（社会・健康ス
クール） の内部試験合格者に資格が付与されてい
る。尚、SSH、SSA共にカリキュラムには、介護
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関係の科目だけでなく、医学・看護・リハビリ
テーション・心理学・労働学・社会学（社会福
祉）・実習（家政学）・記録・コミュニケーショ
ン・薬学、病理学・人間工学・文化（哲学）・記
録・語学・教育学等、自然科学、人文科学、社会
科学等のあらゆる学問領域を網羅している。ここ
にケア専門職としてSSH、SSAの価値・評価を見
出すことができる。
職能団体 倫理綱領
専門的知識 介護福祉士 専門的技術
介護の原理 資格制度
図表－８　介護福祉士の専門職性の属性と相互関係
（出所：筆者作成）
６．介護福祉士の専門職制度
（１）介護職員人材確保
介護福祉士が国家資格の専門職として、登場し
て₃₀年近くになるが、問題は山積している。その
最大の課題は、介護職員の人材不足問題である。
₂₀₂₅年は人口構造上、団塊の世代全てが後期高齢
者になる年である。厚生労働省の同年に向けた介
護人材の需給推計（確定値）によると①介護人材
の需要見込み（₂₀₂₅年度）は、₂₅₃．₀万人、②現
状維持シナリオによる介護人材の供給見込み
（₂₀₂₅年度）は、₂₁₅．₂万人、③需給ギャップは、
₃₇．₇万人となる。この数値はあくまでも推計であ
るが、今後、介護福祉士の養成施設入学年齢₁₈歳
人口の減少等を考えると、かなり厳しい数値とな
ることが予測される。
こうした介護職員人材の不足対策として、₂₀₁₅
（平成₂₇）年２月₂₅日に社会保障審議会社会福祉
部会・福祉人材確保専門委員会は「₂₀₂₅年に向け
た介護人材の確保～量と質の好循環の確立に向け
て～」を発表した。
この報告書の介護人材に向けた４つの基本的な
考え方は①持続的な人材確保サイクルの確立②介
護人材の構造転換（「まんじゅう型」から「富士
山型」へ）（図表－９参照）③地域の全ての関係
主体が連携し、介護人材を育む体制の整備④中長
期的視点に立った計画の策定等となっており、介
護人材確保に関する財源問題は具体的に提示され
ていない。周知の通り、介護職員の離職の原因は
賃金問題、労働条件、社会的評価の低さ等である。
そのなかで賃金問題が最も大きなウエイトを占め
ている。
この問題を解決せずして、介護人材確保対の実
効性・有効性は困難である。
将来展望・キャリア
パスが見えづらい
現状
早期離職等
若者等
介護職への理解・イメージ向上が不十分
中高年齢者子育て中・後の女性
早期離職等
専門性が不明確
役割が混在
目指すべき姿
子育て中・後の女性 他業種 若者 障害者 中高年齢者
潜在介護福祉士
図表－９　2025年に向けた介護人材の構造転換（イメージ）
（出所：社会保障審議会福祉部会・福祉人材確保専門委
員会「₂₀₂₅年に向けた介護人材の確保～量と質の好循
環の確立に向けて」₂₀₁₅年２月₂₅日）
D07669_68001774_成清美治.indd   111 2016/02/02   13:53:42
－112－
（２）介護職員確保のための財源確保
厚生労働省「平成₂₅年度賃金構造基本統計調査」
によると労働者の産業別・産業計の男女平均賃金
（平均年齢₄₂．₀歳、勤続年数₁₁．₉年）₃₂．₄万円に
対してホームヘルパー（平均年齢₄₄．₇歳、勤続年
数₅．₆年）、₂₁．₈万円、福祉施設介護職員₂₁．₈万円
（平均年齢₃₈．₇歳、勤続年数₅．₅年）となっている。
３者を比較した場合、勤続年数が異なるので単純
には比較できないが、それでも産業計と比較し
て、介護関係との賃金差は₁₀万円以上の差があ
る。ここに介護職員の離職率の高さ、非就職希望
者の原因がある。
介護職員の処遇改善策として、₂₀₀₉（平成₂₁）
年₁₀月～₂₀₁₂（平成₂₄）年３月の時限立法として
「介護職員処遇改善交付金」により、介護職員の
処遇改善に取り組む事業所に介護職員１人あたり
平均1．5万円（月）が助成対象の事業所のうち約
₉₂%以上で実施された。尚、この事業対策費の予
算総額は約₃，₉₇₅億円であった。この事業は₂₀₁₂
年までの事業立法のため、以後の介護職員の処遇
改善対策（賃金対策）が必要であるが、第４回社
会保障審議会福祉部会・福祉人材確保専門委員会
は₂₀₁₅（平成₂₇）年２月₂₃日に「介護人材確保の
総合的・計画的な推進について（案）」を発表し
た。平成₂₇年度予算案における介護人材確保方策
（１）地域医療介護総合確保基金（介護分）₇₂₄億
円のうち、介護人材確保として₉₀億円の予算（国
₂/₃、都道府県₁/₃）を計上している。また、（２）
平成₂₇年度介護報酬改定における介護職員の処遇
改善として等₁，₀₅₁億円の予算を計上している。
具体的には１人あたり月額１万２千円相当の処遇
改善となっている（₇₈₄億円〈改定率換算で＋
0．₆₅％〉）。このように僅かであるが介護職員の処
遇改善（賃金）がようやく継続的に行われようと
しているが、介護職員の男女別平均賃金は、産業
別・産業計男女平均賃金の約₇₀%という現実を踏
まえた場合、できるだけ早急に賃金の改善が必要
となるのである。
７．介護福祉士の専門職化―養成上の課題
ここまで、介護福祉士の専門職化について介護
福祉士の専門性、専門職性、専門職制度等につい
て具体的に検討し、その課題を提示したが、①介
護の業務はもともと児童・老人・障害同様家事労
働（主として女性）であったこと②介護福祉士は、
登録免許税法上、看護師同様登録免許料は₉，₀₀₀
円で一般的に「準専門職」として位置付けられて
いること。③同資格が「名称独占」であり、非資
格者でも同様の業務に就くことができる等が準専
門職として理由であるが、今後、介護福祉士が社
会的評価或いは業務水準の向上を図ることが介護
福祉士の専門職化を推進することになる。そのた
めには専門性、専門職性、専門職制度の諸課題を
明確化することが緊急課題である。
現在、介護福祉士の養成は①実務経験ルート②
福祉系高校ルート③養成施設ルートの３系統で行
われているが、専門職の質的内容を規定する養成
カリキュラムを検証した結果、介護実践におい
て、適切にニーズに対応できないのである。
要介護者に対する介護には、医療行為を必要と
するケースが多々ある。医療行為に関しては、医
師の指示にもとづく「喀痰吸引等」のみ認められ
ている。医療行為は、「医業は、医師の独占的な
業務とされており、医師以外の者に対しては罰則
によって医業を行うことを禁止している」（「医師
法」第₁₇条）の通り、医師以外の者が医療行為を
成すことは禁止されている。しかし、介護におい
て、医療行為を要する場面が多々ある。例えば施
設介護において介護福祉士等が、軟膏の塗布、摘
便、血圧測定、褥瘡の手当、経管栄養等の行為を
行っている。つまり、介護において、医療行為は
暗黙の了解のもと常態化しているといっても過言
ではないであろう。
何故、介護福祉士の医療行為は禁止なのであろ
うか。これらの疑問に対して、フィンランド、デ
ンマークの両国におけるケアの内容を検証し、如
何にこれらの国々のケアワーカーが医療行為に関
わっているかを見ることにする。
まず、フィンランドのケアの専門職であるラヒ
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ホイタヤ（社会・保健医療共通基礎資格）につい
て述べる。この資格₁₉₃₃年から始まった。この資
格は₁₀種類の専門職（准看護士、精神障害看護助
手、歯科助手、保育士、ペディケア（足のケア）、
リハビリ助手、救急救命士、知的障害者福祉士、
ホームヘルパー、日中保育士）を統合化したもの
で、資格取得は、中学卒業後、３年間（₁₂₀単位：
₄₈₀₀時間）の養成期間を終了して取得することに
なる。ライホイタヤの資格取得を目指す学生は教
科書と教材以外の教育費と資格取得費用は無料と
なっている。就労時には多くの卒業生は自治体職
員となる。尚、施設ケアにおけるラヒホイタイヤ
のメインの仕事は基礎的ケア（身体的ケア）であ
るが、その他の業務として利用者の観察、医療的
行為がある。医療的行為においては、施設ケアの
場合、傷の手当、浣腸、カテーテルの装着の補助、
投薬、静脈以外の注射等の医療行為を行うことが
できる。︵₁₉︶
次にデンマークのSSH・SSAの就業先は各自治
体関係施設（医療機関も含む）であるが、業務内
容はホームヘルパーとして基本的に在宅高齢者の
身体介護、生活介護に従事するが、薬剤の調合・
投薬等の基礎的医療行為は認められている。ま
た、SSAの主な就業先は、総合病院、地方自治体
の高齢者センター、精神病での障害者等のケアに
従事するが共に公務員である。尚、SSAの資格取
得者は、医療関係に就労する者が多いが、同課程
を修了した者の進学先として、看護師、ソーシャ
ルワーカー、理学療法士、作業療法士、助産師（就
学年限は各３年）等の上級学校がある。以上のよ
うにラヒホイタイヤ並びSSH、SSA共に基礎的医
療行為が認められている。この根拠として、両資
格ともカリュキュラムにおいて医学・看護系の科
目があり、多数の講義・実習時間が設けられてい
る。実習先施設においても医療施設（一般病院・
精神科病院等）が設けられている。両資格とも介
護福祉士養成に比較して、取得単位数・時間が多
く介護福祉士（修学年限２年間、₁₈₀₀時間）に対
して、ラヒホイタヤ（養成期間３年間：₄₈₀₀時
間）、社会保健ヘルパー（養成期間１年２か月：
₁₆₈₀時間）、社会保健アシスタント（養成期間１
年８か月：₂₃₁₀時間）となっており、いずれも介
護福祉士の養成期間より長時間となっている。︵₂₀︶
尚、ラヒホイタイヤ或いはSSHやSSAの就業先
の多くは自治体職員となっている。特にSSHと
SSAは入学と同時に年齢に応じて給与が支給され
学生生活において経済的問題（授業料・生活費）
で苦慮することがない。また、ライホイタイヤも
教育費・資格取得費は無料となっている。しかも
両国において高学歴者（大学卒）と専門職者（専
門学校卒）との給与にあまり格差が見られない。
つまり、フィンランド並びにデンマークは、日本
のように「学歴偏重社会」でなく、「資格」を重
視する社会である。ここに日本と比較して介護職
の人材が枯渇しない理由が潜んでいると思われ
る。結論として、介護福祉士は、喀痰吸引等以外
法的に医療行為が禁止されているためカリュキュ
ラムにおいても医療・看護系科目が開講・履修さ
れていないのである。しかし、実際のケア場面に
おいて、緊急性・慢性疾患に関わらず基礎的医療
的行為は必要である。
₂₀₀₅（平成₁₇）年の介護保険法の改正（正式法
律名：「介護保険法の一部を改正する法律」）によ
り、介護予防、総合相談・支援事業等を目的とし
た「地域包括支援センター」が創設された。さら
に₂₀₁₁（平成₂₃）年の介護保険の改正（正式法律
名：「介護サービスの基盤強化のための介護保険
法等の一部を改正する法律」）が成立した。これ
により、日常生活における医療・介護、予防、住
まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する「地
域包括ケアシステム」の推進が提唱された。
この地域包括ケアシステムのキーパーソンにな
るのが介護福祉士である。
本来、要支援者、要介護者にとって、サービス
提供者はできるだけ同一人物が精神的・心理的に
安心・安定し、望ましいのである。その為には、
医療・看護的基礎知識・技術を具備した介護福祉
士の誕生が急がれる（医療校に対しては医師の指
示・指導が必要）。デンマークのSSHやSSA、フィ
ンランドのラヒホヒタヤは、或いはドイツの老人
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介護士（Altenpfleger/in）等は基礎的医療知識・
技術をマスターした専門職で、基礎的医療・介護
を要する生活困難者のニーズに適切に対応してい
る。
最後に今後の介護福祉士の養成上の課題である
が、看護＋介護の知識・技術をマスターした社会
介護保健師を提案する。同資格取得は介護福祉士
資格（高卒２年）にプラス准看護師（中卒３年）
の資格を取得することを条件とする。また、准看
護師が同資格を取得する場合、学歴３年分を加算
して准看護師３年の現場経験を必要とする。
准看護師及び介護福祉士のカリキュラムは図表
－₁₀､ ₁₁の通りである。
図表－10　准看護師養成カリキュラム
別表四（第五条関係）
教育内容
時間数
講義 実習 計
基礎科目 国語 35 35
外国語 35 35
その他 35 35
専門基礎科目 人体の仕組みと働き 105 105
食生活と栄養 35 35
薬物と看護 35 35
疾病の成り立ち 70 70
感染と予防 35 35
看護と倫理 35 35
患者の心理 35 35
保健医療福祉の仕組み 35 35
看護と法律
専門科目 基礎看護学 315 315
　看護概論 35 35
　基礎看護技術 210 210
　臨床看護概論 70 70
成人看護 210 210
老年看護
母子看護 70 70
精神看護 70 70
臨地実習 735 735
　基礎看護 210 210
　成人看護 385 385
　老年看護
　母子看護 70 70
　精神看護 70 70
合　　　　計 1,155 735 1,890
備考　演習及び校内実習は講義に含まれる。
（出所：文部省・厚生労働省令第２号「保健師助産師看護師養成指定規則」
図表－11　介護福祉士養成カリキュラム（２年
養成課程）
領域 教育内容 時間数 ●
人
間
と
社
会
人
間
の
理
解 必
修
人間の尊敬と自立 30以上 ●
人間関係とコミュニケーション 30以上 ●
社
会
の
理
解
社会の理解 60以上 ●
選
択 ※上記必修科目のほか、人間と社会に関する選択科目 ●
小　　計 240 ●
介
護
介護の基本 180 ●
コミュニケーション技術 60 ●
生活支援技術 300 ●
介護過程 150 ●
介護総合演習 120 ●
介護実習 450 ●
小　　計 1260 ●
こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み
発達と老化の理解 60 ●
認知症の理解 60 ●
障害の理解 60 ●
こころとからだのしくみ 120 ●
小　　計 300 ●
合　　計 1800 ●
（出所：厚生労働省「介護福祉士養成課程における教育内容等の見直しについ
て（案）
介護福祉士（２年間：₁₈₀₀時間）並びに准看護
師（３年間：₁₈₉₀時間）の合計カリュキュラム時
間は、５年間で₃₆₉₀時間となる。カリキュラムの
内容については、改正の必要性があると思われる
が、その都度論議して内容を適切に変更すればよ
い。今後、看護＋介護の両知識・技術を有する「社
会介護保健師」は、今後、医療的ケアと社会的ケ
アの必要とする人々が増加する中で、地域包括ケ
アシステムのキーパーソンとして期待されるので
ある。
医療行為が行えるケアワーカーで病院（臨床
分野）・精神障害者（臨床部門）或いは施設・
在宅等における要介護者・病弱者・障害児（者）
に対する訪問介護・看護：養成期間は 2年
施設・在宅における要介護者・障害
児（者）・病弱者等の身体介護・生活
援助を支援する：養成期間は 2年
在宅の要介護者・障害児
（者）のホームヘルプ：養
成期間は 4か月
介護福祉士
社会介護保健師（仮称）
介護職員初任者研修修了者
図表－12　社会介護保健師の職位
（出所：筆者作成）
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p₄₆
（２）森岡清美、塩原勉、本間康平編集代表『新
社会学辞典』有斐閣₁₉₉₃ p₂₃₄
（３）同上（２）p₉₀₂
（４）（５）（６）秋山智久『社会福祉専門職の研究』
ミネルヴァ書房₂₀₀₇ pp₁₁₅︲₁₁₆
（７）京極高宣「ソーシャルワーカーの職務の専
門性とはなにか」『社会福祉研究』₄₁号鉄道
弘済会₁₉₈₇ p₂₅
（８）奥田いさよ『社会福祉専門性の研究』川島
書店₁₉₉₂ p₁₀₂
（９）佐藤豊道「社会福祉専門職と専門援助技術」
岡本民夫編著『社会福祉援助技術総論』川島
書店pp₂₀～₂₃
（₁₀）ハリースペクト著／京極高宣／高木邦明監
訳『福祉実践の新方向』中央法規出版社₁₉₉₁ 
p₃₂₂
（₁₁）仲村優一／一番ケ瀬康子／右田紀久恵監
修、岡本民夫／田端光夫／濱野一郎／古川孝
順／宮田和明編集『エンサイクロペディア社
会福祉学』中央法規出版₂₀₀₇ p₆₁₄
（₁₂）同上（８）p₆₇
（₁₃）同上（２）p₉₀₁
（₁₄）成清美治『ケアワーク入門』学文社₂₀₀₉　
p₆₀
（₁₅）成清美治『私たちの社会福祉』学文社₂₀₁₂　
p₂₀
（₁₆）同上（₁₄）p₆₂
（₁₇）同上（₁₄）pp₃₃～₃₄
（₁₈）同上（₁₅）pp₂₈～₂₉
（₁₉）笹谷春美『フィンランドの高齢者ケア―介
護者支援・人材養成の理念とスキル』明石書
店₂₀₁₃ p₂₁₅
（₂₀）社会保健ヘルパー（SSH）、社会保健アシス
タント（SSA）、ラヒホイタイヤの養成課程
に関して拙論『地域包括ケアシステムと介護
人材の養成―デンマークとフイランドを参考
にして』神戸親和女子大学大学院研究紀要第
₁₂巻₂₀₁₆年３月発刊に詳しく掲載している。
参考文献
・宮田和明・加藤幸雄・牧野忠康・柿本誠・小椋
喜一郎編『社会福祉専門職論』中央法規出版
₂₀₀₇
・池田敬正・土井洋一編『日本社会福祉総合年表』
法律文化社₂₀₀₀
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